
平成１３年度当初予算 基本事務事業目的評価表

廃棄物処理ｾﾝﾀｰによる適正処理の推進事業［基本事務事業名］
平成１２年１１月１４日［評価年月日］
環境部廃棄物対策課［主担当部課名］
環境部廃棄物対策課・課長 平子隆之 ０５９－２２４－２３５８［記入課名・課長名・電話］

１ 総合計画の政策体系上の位置づけ
資源循環型社会の構築 （Ⅲ－２）政策 ：
廃棄物の適正な管理 （３２１）施策 ：
事業目標（ 年度の目標 ；廃棄物処理ｾﾝﾀｰ設置数１総合計画の目標項目 ： 2001 ）

：波及効果・副次的効果を及ぼすと考えられる施策

２ 基本事務事業を巡る環境変化（過去、現状、将来）
廃棄物処理施設の設置が困難となっている。
平成３年 月の廃棄物処理法の改正により廃棄物処理ｾﾝﾀｰ制度が創設された。10
平成９年８月にごみ焼却施設等の構造基準・維持管理基準が改正・強化され、処理施設の整備
に多額の経費が必要となった。
公共関与による施設整備が求められている。

３ 基本事務事業の目的と成果
3-(1) 対象と意図（何をどういう状態にしたいのか）
市町村、事業者等と協働して、廃棄物処理ｾﾝﾀｰ（ 財）三重県環境保全事業団）による公共関（
与の廃棄物処理施設を整備し、廃棄物の適正な処理処分の推進を図る。

3-(2) 成果指標名・成果指標式（総合計画の目標項目には＊を付す）
（仮） 参加希望市町村数公共関与による廃棄物処分量

＝ 参加希望市町村率＝公共関与による廃棄物処分率
産業廃棄物発生量 全市町村数（事業団の基本財産への出資）

②変更した場合の成果指標名・成果指標式
廃棄物処理施設設置数

ｾﾝﾀｰによる廃棄物処理施設整備率＝
廃棄物処理施設計画数

3-(3) 設定した成果指標に関する説明（指標動向に影響する要因、指標の有用性、設定の理由など）
既設ごみ焼却施設に対するﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の規制が本格適用される平成 年 月までに公共関14 11
与による溶融施設を、また小山最終処分場に引き続く新たな最終処分場を計画的に整備する。

3-(4) 結果（施策における2010年度の目標）
１００％

４ 基本事務事業の評価
4-(1) 前年度（H1１年度）における基本事務事業の結果評価
①前年度に行った内容と成果
市町村、企業等からの廃棄物委託予定量を確定し、中間処理施設整備基本計画を策定するとと
もに、最終処分場整備基本計画を策定した。
（財）三重県環境保全事業団が廃棄物処理ｾﾝﾀｰとして厚生大臣の指定を受けた（ 。11/22）
環境ｱｾｽﾒﾝﾄの現況調査を完了し、準備書を公告・縦覧し、地元説明会を開催した。

②前年度に残った課題
事業団と緊密な連携を取り、環境ｱｾｽﾒﾝﾄの地元説明会の開催、意見提出等を通じて、地元の合
意形成を図る。
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4-(2)本年度(1２年度)における基本事務事業の見込み評価
①本年度行っている内容と本年度終了時に見込まれる成果
中間処理施設の建設に係る施工業者を選定し、１月を目途に工事に着手する。
環境ｱｾｽﾒﾝﾄの地元説明会の開催、意見提出等を通じて、地元の合意形成を図る。
環境ｱｾｽﾒﾝﾄの手続を完了し、都市計画決定を行うとともに、開発許可申請等の手続を進める。
、 、 、 、 。市町村 企業 厚生省 政策投資銀行等の関係機関と協議し 建設資金の円滑な調達を調整する

溶融ｽﾗｸﾞの県及び市町村の公共建設事業での利用拡大を検討する。

②本年度残ると思われる課題
最終処分場の用地取得について、引き続き地元合意の形成を図る必要がある。
溶融ｽﾗｸﾞの県及び市町村の公共建設事業での利用拡大についてさらに調査検討する必要がある。

５ 基本事務事業の改革方向
事業団、市と緊密な連携を取り、より一層地元の合意形成を図る。
学識経験者等による検討委員会を設置し、溶融ｽﾗｸﾞの有効利用をさらに調査検討する。

６ 成果指標値及びコスト等の推移

成果指標値 総合計画 予算額等 必要概算（千円）

（時間） （千円）目 標 実 績 目標数値 所要時間 コスト

（仮） ２１１，１１１前々年度
１００％ １００％ ５，０００ ２３２，０１１(H１０年度)

４１９，７５７前年度
１００％ １００％ １ケ所 ９，０００ ４５７，１０７(H１１年度)

２６４，３３８本年度
０％ １３，０００ ３１８，８０８(H１２年度)

２６４，３３８本年度補正後
１３，０００ ３１８，８０８(H１２年度)

２，０２４，４８２翌年度
０％ １３，０００ ２，０７８，９５２(H１３年度)

計画目標年次
０％ １ケ所(H13年度)

「平成１１年度までは変更前の指標値、平成１２年度以降は変更後の指標値」
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